　　憲法改悪・大増税は許さない！

１１･１９国民大集会ニュース　１
「憲法改悪・大増税は許さない！１１･１９国民大集会」実行委員会

第１回実行委員会を開催　

全国から５万人の結集で明治公園をうめつくし、

憲法・大増税闘争の大結集を！！
　「憲法改悪・大増税は許さない！１１・１９国民大集会」実行委員会は、９月１日、第１回実行委員会を開催しました。ここでは、集会の位置づけ、集会名称、大まかな集会要綱などを以下のように確認。参加目標を全国から5万人の総結集として、各地でのたたかいを大きく合流させる場としようとの確認も行いました。現在、それぞれの団体・組織で11・19大集会成功に向けた意思統一がすすんでいます。

なお、スローガン、大まかな集会内容などは、９月２１日（水）の第２回実行委員会で確認する予定です。
1． 　11・19国民大集会の位置づけ

1 自民党は、11月15日予定の結党50年の大会で憲法改正草案を決定する予定であり、その直後の11・19国民大集会は、民主勢力の憲法を守る決意を示す一大デモンストレーションとして展開する。また、12月に予定されている政府税調答申に向けたデモンストレーションでもある。

2 憲法改悪、消費税をはじめとした庶民大増税は、国民の激しい反発を受けることは必至であり、支配層も強い危惧を抱きつつ、「二大政党制」も重要な手がかりに押し込もうとしている。2つの課題のたたかいにおいて、共同を広げることを含め民主勢力の果たす役割は決定的であり、改憲・大増税阻止に向けて重大な年となる06年に向けて、民主勢力の一大決起と意思統一の場として11・19国民大集会を成功させ、その後のたたかいの跳躍台とする。

3 11・19国民大集会を単なるキャンペーン的な集会にとどめず、現在の情勢のもとで、各地方・地域、分野で、二大課題の学習会・集会・宣伝・共同の拡大・キャラバンなどの取り組みを旺盛に展開し、その取り組みとエネルギーを11・19集会に大きく結集することをめざす。

4 国民投票法案や郵政民営化法案が予想される臨時国会に向けてのデモンストレーションとして展開する。
2． 　集会名称　　　「憲法改悪・大増税は許さない！11・19国民大集会」

3． 　集会要綱

（1）日時　　2005年11月19日（土）

第一部文化行事　12時00分～12時50分

第二部大集会　 　13時00分～14時00分

（2）場所　　東京・明治公園

（3）行動　　集会終了後3～4コースでデモ行進
全商連　全国から５０００人の参加を呼びかけ
　総選挙では自民党が、マスコミも総動員して、郵政民営化の是非が最大争点であるかのようなキャンペーンをおこない、庶民大増税や憲法改悪の公約を隠し通すなどして、多くの議席を得ましたが、これによって小泉政治が信任されたわけでないことは明瞭です。しかし、選挙後、谷垣財務大臣は、あたかも増税が選挙で信任されたかのように発言し、定率減税の廃止や消費税増税をおこなうとの増税宣言をおこないました。また、自民党の安部幹事長代理が選挙後の再重要課題は「憲法改正だ」と述べ、国会では憲法特別委員会の設置が提案されるなど、小泉自公政権はすでに大増税と憲法改悪の具体化に走り出しています。それだけに、地域から大増税阻止、憲法改悪反対の運動をまきおこし、それを１１・１９国民大集会に結集していくことがもとめられています。

　全商連としては、国民大集会成功のために、地域からの運動を強め、自らがきめた５０００人の参加目標での参加で成功させるために、ただちに行動に立ち上げるように呼びかけています。
全日本民医連　　

本日の理事会で５０００人参加目標掲げる！
第1部文化行事　出演団体大募集！　―　どしどし応募ください
　実行委員会事務局では、１１・１９大集会の第１部文化行事で、歌や踊り、寸劇などを披露してくださる団体などを大募集しています。集会を意気高く、文化の薫り高く成功させるために、ふるってご応募ください。締め切りは、10月5日（水）。詳しくは、すでにお送りした要綱をご覧ください。

１１･１９大集会にむけた取り組みや各地でのたたかいなど、大集会事務局までお知らせください。
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９・２１特別国会開会日の昼デモと院内集会のお知らせ


　　　　　　９・２１昼デモ　


日時　　　　9月21日（水）12時10分集合、12時20分デモ出発


集合場所　　東京　日比谷公園霞門


デモ　　　　国会議面前を通り、旧永田町小学校前解散


　　　　　　９・２１院内集会　


　　　日時　　　　9月21日（水）13時30分～15時


　　　場所　　　　衆議院第二議員会館第一会議室


　　　内容　　　　日本共産党国会議員団からの国会報告と団体の交流など























